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「帯域制御」の定義 1

帯域制御とは、「ISP等が自らのネットワークの品質を確保するために実施する、特定のアプリケーションや特定ユーザの通信
帯域を制限する」ことである(3(2)「対象とする帯域制御の種別」(P3))。

○ ISP及び（インターネット接続サービスの）ローミング事業者
○ アクセス網事業者（ケーブルテレビ事業者、FTTH・ADSL事業者、携帯電話・PHS・BWA事業者等）

→ インターネット等への「通信を媒介する事業者」の場合は該当。
× コンテンツプロバイダ（ただし、上記の事業者を兼ねる場合には、通信を媒介する立場として対象）。

① 事業者：ISP等

○ 特定のヘビーユーザによる恒常的な帯域の占有防止
→ ヘビーユーザと一般ユーザの利用帯域の不均衡が日常的に発生し、一般ユーザが円滑にネットワークを利用できていないことが前提。ただし、

制御自体を恒常的に行う必要はなく、（混雑する時間帯等の）必要に応じて行われるべき。
× P2Pファイル交換ソフトによる著作権侵害防止、P2Pファイル交換ソフトに感染するウイルスによる情報漏えい対策
× 一時的なトラヒック急増への対処（DoS攻撃、イベント会場でのトラヒック急増等）

→大量通信ガイドライン等に基づき、緊急避難の可能性を検討。

② 目的：自らのネットワーク品質を確保

○ ヘビーユーザが利用している特定のアプリケーション（P2P等）の帯域をネットワーク全体の○％までに制限（別紙：アプリケーション規制）
○ ある利用量の基準を超えたヘビーユーザの通信帯域（速度）を制御（別紙：総量規制）
× 帯域保証プランにおけるQoS保証、従量制プランのユーザの通信をその他のユーザよりも優先的に制御

③ 方式：特定のアプリケーションや特定ユーザの通信帯域を制限

ガイドラインにおける「帯域制御」の範囲（例） ○：対象、×：対象外
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（別紙）主な帯域制御方式 2
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パケットのフローやパケット内の情報によりアプリケーションを識別し、特定アプリケーションのトラヒックを制御する方式。
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個々のユーザのトラヒック量を測定し、一定のトラヒック量を超えたユーザに対してトラヒックを制御する方式。
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特定のポートからのトラヒックを制御することにより、そのポートを主に使用するアプリケーションを制御する方式。
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（１）「通信の秘密」の保護（5「「通信の秘密」（事業法4条）との関

係」（P4～P10））

「通信の秘密」の範囲は、通信内容以外にも、通信当事者の氏名や通信量等を含
む広範なもの。帯域制御を行う場合、制御装置がアプリケーションの種類（アプリケー
ション規制の場合）もしくは通信の送信元又は宛先（総量規制の場合）を確認してい

るため、両方式ともに通信の秘密を侵害している(5(1)「「通信の秘密」の定義」(P5)) 。

帯域制御と電気通信事業法の関係 3

（ ２）「利用の公平」（6「「利用の公平」（事業法6条）との関係」（P10～P11））

同一の料金体系で同等のトラヒックを発生しているユーザ間の制御に差異を設けなければ、基本的には「不当な差別的取り扱い」にあたらず、利用
の公平に反しない。

（ ３）情報開示の在り方（ユーザへの周知：事業法第26条） （7「情報開示の在り方」（P11～P14）
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に当たるか

＜第２ステップ＞
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＜第３ステップ＞
違法性阻却事由（刑
法）が存在するか？
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※違法性が阻却される。

「通信の秘密」の保護は強行法規※１ではないため、ユーザが明確かつ個別に同意
している場合、違法性が阻却される（合法となる）が、既存サービスの利用者に対し、
個別に同意を取ることは困難なケースが多い(5(2)「利用者の同意」(P6～P7)) 。

その他の違法性阻却事由としては、正当防衛や緊急避難が存在するが、恒常的
に実施する帯域制御の場合はこれらを満たしえないため、「正当業務行為※２」に該当
する場合のみ違法性が阻却される(5(3)「違法性阻却(正当業務行為)」(P7)) 。

平成21年７月、「電気通信事業における消費者保護ルールに関するガイドライン」が改正され、帯域制御が役務の提供条件に含まれることが明確化
されたため、帯域制御を導入している事業者は契約時に、また、新たに帯域制御を導入する事業者は導入時に、制御条件等について、利用者への説
明が必要となった

なお、重要事項として説明する場合、新規ユーザについては明確かつ個別の同意が認められるため、通信の秘密の侵害の違法性が阻却されるが、
既存ユーザについては、別途明確かつ個別の同意をとらない限り、正当業務行為に該当する場合にのみ違法性が阻却される。

※１ 公序良俗に反するため、当事者間の合意があっても違法となる規定。
※２ 刑法35条は、「法令又は正当な業務による行為は、罰しない。」と定めており、形式上違
法な行為であっても、法律に基づく行為や、一般社会生活上正当な業務としての行為はその
違法性を問われない。

電気通信事業法第4条違反判定フロー



正当業務行為と認められる具体的要件（１） 4

正当業務行為と認められるためには、①目的の正当性、②行為の必要性、③手段の相当性の３要件を満たすことが必要(5(3)

ア)「正当業務行為の考え方」(P7)) 。以下に、一般的にこれらが認められると考えられる場合(5(3)イ)具体的事例の検討(P8～P10))の具体
的要件又はデータを挙げる。

特定のヘビーユーザ又は特定のアプリケーション（P2Pファイル交換ソフト等）のトラヒックがネットワーク帯域を一定期間にわ
たって過度に占有しているため、事業者がネットワークの安定的運用を図り、他のユーザの通信品質を確保するために制御を
実施することが条件。

具体的には・・・

☆ 特定のヘビーユーザ又は特定のアプリケーションによる帯域の過度な占有を示すデータ（下記参照）

☆ 制御対象として予定しているヘビーユーザ（又は特定アプリケーションのユーザ）の人数（及びその全ユーザに対する割合）
と、該当ユーザのトラヒック量（及びその全ユーザに対する割合）

★ 制御導入後における、一般ユーザの品質の改善の予測・検証の十分な実施 等

① 目的の正当性

☆：必須、★：検証することが望ましい



正当業務行為と認められる具体的要件（２） 5

特定のヘビーユーザ又は特定のアプリケーション（P2Pファイル交換ソフト等）のトラヒックがネットワーク帯域を一定期間にわ
たって過度に占有しているため、他のユーザの通信サービスの利用にあたって支障が発生している（又はそのおそれが極めて
高い）ことが条件。

具体的には・・・

☆ 設備増強（回線増速）による対処の実績
☆ 設備増強を行ったにもかかわらず、一般ユーザの通信速度が低下している、又は改善していないこと等を示すデータ
★ 一般ユーザからの通信品質低下に対する問い合わせ数 等

トラヒックが特に多い特定のアプリケーション（P2Pファイル交換ソフト等）又はユーザの通信に限定し、これらを他のユーザの
通信と同等程度まで抑えるため、通信の「制御」を実施していることが条件。

具体的には・・・

☆ 帯域制御の対象がトラヒックが特に多い特定のアプリケーション又はユーザの通信に限定されていること
☆ 帯域「制御」であって、「遮断」を実施しないこと 等

・ 回線種別、制御方法、ユーザとの契約の条件等により、求められる要件は異なるため、最終的には個別の事例に応じた判断が必要。
・ 上記の判断に必要なデータについては事業者の経営上の秘密が含まれることから、自社内における検証は必須であるものの、必ずしもデータそ

のものを公表する必要はない。

② 行為の必要性

③ 手段の相当性

留意点

＜参考：正当業務行為以外の帯域制御の実施＞
下記のように、正当業務行為構成をとらずに帯域制御を実施することも可能。
○ ユーザの同意を取る場合(5(2)「利用者の同意」(P6～P7))

あらかじめ制御の実施条件を明確に告げた上でユーザと契約する場合（ユーザが約款を受け取ったことのみでは足らず、制御の条件をユーザが
確実に認識できるように説明を行うことが条件）。同意があるので遮断も可能。

○ 通信の秘密を侵害しない場合
ユーザ端末に通信制御ソフトウェアを（ユーザの同意の下で）組み込み、そのソフトウェアが過大なデータ送信を抑止する場合。通信が開始される以

前に制御をかけているため、通信の秘密の侵害自体が成立しない。



① 電気通信事業者等は、役務の提供にあたって、提供条件の概要を利用者に説明しなければならない（事業法第26条）。また、利用者に不利益
な提供条件の変更を行う場合にも、同様に利用者への説明が必要である（事業法施行規則第22条の２の２第５項第３号）。

平成21年７月、上記法令の解釈基準である「電気通信事業における消費者保護ルールに関するガイドライン」が改正され、帯域制御が役務の

提供条件に含まれることが明確化されたため、下記について説明を行わない場合には業務改善命令の対象となる。

また、帯域制御の運用方針については、上記以外にも契約約款への記載やホームページに掲載する（別紙（１））など、エンドユーザに対する
十分な情報開示が必要。その他、トラヒック量をユーザに開示するサービス（別紙（２））等、積極的な情報開示も有用。

② 帯域制御の運用方針は他のISP のエンドユーザ、コンテンツプロバイダ等にとっても有用な情報。自らのエンドユーザに開示する情報と同様の
情報等を開示する必要がある（7(2)「エンドユーザ以外との関係」(P13))。

③ トランジットやローミング関係にあるISP間では帯域制御の情報を契約で担保。 ピアリング等の関係にあるISPに対してはエンドユーザに開示す
る情報と同様の情報等を開示（7(3)「他のISPとの関係」（P13～P14）) 。

（ ２）「利用の公平」との関係について（6「「利用の公平」（事業法6条）との関係」（P10～P11））

＜特定のヘビーユーザのトラヒックを制限する場合＞

客観的データによってヘビーユーザと一般ユーザを区別した上で、かつ制御を受けた状態においても、ヘビーユーザが一般ユーザと同等の通信

を行うことが可能な場合

＜特定のアプリケーションのトラヒックを制限する場合＞

特定のアプリケーションのユーザ全てに同等の制御を実施する場合

→事業法第６条はアプリケーション間の「公平」を目的とした規定ではなく、アプリケーションの「利用者」間の公平を規定しているため。

・ 同等のトラヒックを発生させているユーザのうち、特定の者のトラヒックのみ制御、あるいは、料金の引き上げを実施する場合
・ 特定のコンテンツプロバイダのトラヒックのみ制御する場合
→コンテンツプロバイダも利用の公平の対象となるため。

不当な差別的取扱いに当たらない可能性が高い例

合理的な理由がない限り、不当な差別的取扱いに当たる可能性が高い例

利用の公平及び情報開示の在り方 6

（ ３）情報開示のあり方について（7「情報開示の在り方」（P11～P14）

◆ 帯域制御の実施
◆ 制御を実施する場合の条件（制御対象のアプリケーション名（アプリケーション規制）、制御対象となるトラヒック量（総量規制））
◆ 制御対象となる時間、場所 等



（別紙）利用者への情報開示例

アプリケーション規制の場合（ニフティ提供） 総量規制の場合（ＩＩＪ、NTTコミュニケーションズ提供）

（２）トラヒック量を利用者に開示するサービスの例

（１）ホームページによる周知の例

7



帯域制御に関するお問い合わせ窓口 8

○ 「帯域制御の運用基準に関するガイドライン」に関するご相談
帯域制御の導入にあたって留意すべき事項に関するご相談

・（社）日本インターネットプロバイダー協会
e-mail: info@jaipa.or.jp

・（社）電気通信事業者協会
e-mail: enq@tca.or.jp

・（社）テレコムサービス協会
e-mail: jimukyoku@telesa.or.jp

・（社）日本ケーブルテレビ連盟
e-mail: info@catv.or.jp

○ 電気通信事業法等の法解釈に関するご相談

総務省総合通信基盤局データ通信課 03-5253-5854
同 消費者行政課
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